



Complicated Legislative System of Local Public Service Concerning "Work-life Balance"
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Abstract
Various measures are taken to realize to promote "Workers' Welfare", "Equal Treatment", "Introduction of Leave 
for the Workers Caring for Children or Other Family Members", "Work-life Balance" or "Work Style Reform". Also 
legislative system has been developed. On the other hand, as to Local Public Service, the legislative system is quite 
complicated. Labor Standard Act is as a rule applied (on the contrary, as to National Public Service the Act is not 














































































































政策科学 25 － 1, Oct. 2017
国際的な動き 国内基本法等 労働基準等法制 公務法制（国） 公務法制（地方）
 男女共同参画基本法
（1999）（ 男 女 共 同 参 画
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て、第 19 条（解雇制限）、第 26 条（休業手当）、第 39
条第 8 項（年次有給休暇の要件としての出勤に関する扱
い）、第 65 条（産前産後）、第 76 条・第 78 条（休業補償）
の規定において「休業」の語が用いられている。休業手
































































と規定していたが、平成 7 年改正（平成７年法律第 107
号）第 46 条、平成 8 年改正（平成 8 年法律第 90 号）第
52 条を経て適用除外から原則適用となった 2）3）。現行育
児・介護休業法第 61 条は、見出しを「公務員に関する
特例」として第 1 項で適用除外（「第 2 章から第 9 章まで、
第 30 条、前章、第 53 条、第 54 条、第 56 条、第 56 条




























































適用がある労基法第 67 条の「育児時間」（「生後満 1 年
に達しない生児を育てる女性は、休憩時間のほか、1 日







































































































































































　労基法　労働基準法（昭和 22 年 4 月 7 日法律第 49 号）
　国公法　国家公務員法（昭和 22 年 10 月 21 日法律第 120 号）
　地公法　地方公務員法（昭和 25 年 12 月 13 日法律第 261 号）
女子教育職員特例法　女子教職員の出産に際しての補助教職
員の確保に関する法律（昭和 30 年 8 月 5 日法律第 125 号）
制定時の名称は、女子教育職員の産前産後の休暇中におけ
る学校教育の正常な実施の確保に関する法律






する法律（昭和 50 年 7 月 11 日法律第 62 号）
男女共同参画基本法　男女共同参画社会基本法（平成 11 年
6 月 3 日法律第 78 号）
男女雇用機会均等法　雇用の分野における男女の均等な機会
及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年 7 月 1 日法律
第 113 号）
パートタイム労働法　短時間労働者の雇用管理の改善等に関
する法律 ( 平成 5 年 6 月 18 日法律第 76 号）
民間育児休業法／育児・介護休業法　（制定当初は）育児休
業等に関する法律（平成３年法律第 76 号）題名が、平成





成 3 年 12 月 24 日法律第 109 号）
地方育児休業法　地方公務員の育児休業等に関する法律（平
成 3 年 12 月 24 日法律第 108 号）
勤務時間法　一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律
（平成 6 年 6 月 15 日法律第 33 号）
給与法　一般職の職員の給与に関する法律（昭和 25 年 4 月
3 日法律第 95 号）
雇用保険法　雇用保険法（昭和 49 年 12 月 28 日法律第 116 号）
少子化対策基本法　少子化社会対策基本法（平成 15 年 7
月 30 日法律第 133 号）
次世代育成支援対策推進法　次世代育成支援対策推進法（平
成 15 年 7 月 16 日法律第 120 号）
女性活躍促進法　女性の職業生活における活躍の推進に関す











第 1 章　総則（第 1 条 - 第 4 条）
第 2 章　育児休業（第 5 条 - 第 10 条）
第 3 章　事業主が講ずべき措置（第 11 条 - 第 16 条）
第 4 章　対象労働者等に対する支援措置
第 1 節　国等による援助（第 17 条 - 第 21 条）
第 2 節　指定法人（第 22 条 - 第 38 条）










の法律」を「第 2 章、第 3 章、第 17 条、第 39 条、第 40 条、
第 42 条、前条、次条、第 48 条及び第 50 条の規定」に改め、
同条に次の 1 項を加え、同条を第 46 条とする。
2 国家公務員及び地方公務員に関しては、第 19 条中「育児等
退職者」とあるのは「育児等退職者（第 15 条に規定する育










　第 46 条第 1 項中「、第 3 章、第 17 条、第 39 条から第 40 条
の 3 まで、第 42 条」を「から第 4 章まで、第 23 条、第 45
条から第 46 条の 3 まで、第 48 条」に、「第 48 条及び第 50 条」
を「第 54 条及び第 56 条」に改め、同条第 2 項中「第 19 条」
を「第 25 条」に、「第 15 条」を「第 21 条」に、「第 20 条第
2 項」を「第 26 条第 2 項」に、「第 17 条」を「第 23 条」に
改め、同条に次の７項を加え、同条を第 52 条とする。
3 国の経営する企業に勤務する職員の給与等に関する特例法
（昭和 29 年法律第 141 号。以下この条において「給特法」と
いう。）の適用を受ける国家公務員（常時勤務することを要
－ 196 －


















6 前 3 項の規定は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）





年法律第 261 号）第 6 条第 1 項に規定する任命権者又はその
委任を受けた者（地方教育行政の組織及び運営に関する法律
（昭和 31 年法律第 162 号）第 37 条第 1 項に規定する県費負
担教職員については、市町村の教育委員会。以下同じ。）」と、











16 条の 2 第 1 項各号」とあるのは「第 16 条の 3 において準
用する第 16 条の 2 第 1 項各号」と、「当該子を養育する」と
あるのは「当該要介護家族を介護する」と読み替えるものと
する。
9 前 2 項の規定は、地方公務員法第 4 条第 1 項に規定する職員
（非常勤職員を除く。）について準用する。この場合において、
第 7 項中「主務大臣等」とあるのは、「地方公務員法第 6 条
第 1 項に規定する任命権者又はその委任を受けた者（地方教












業等に関する法律」（平成 3 年法律第 109 号）、「地方公務員
の育児休業等に関する法律」（平成 3 年法律第 110 号）等が
適用されます。
（2）公務員の介護休業制度、子の看護休暇、介護休暇について
は、行政執行法人職員を除く一般職に属する国家公務員につ
いては、勤務時間及び休暇等を規定した「一般職の職員の勤
務時間、休暇等に関する法律」（平成６年法律第 33 号）が適
用されます。
　　行政執行法人職員及び地方公務員については、勤務条件は
原則として民間事業所に適用される最低基準が適用されます
が、介護休業、子の看護休暇、介護休暇、所定外労働の制限
等に関しては、その地位の特殊性等から、非現業の国家公務
員の制度に準拠した基準をこの法律で特例として設けていま
す。
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